
 議案第５０号 

 

相模原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例について 

相模原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

平成２９年５月３１日提出 

                                      

相模原市長 加 山 俊 夫 

 

相模原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例 

 相模原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例(平成２６年相模原市条例第４９号)の一部を次のように改正する。 

第８条中「場合は」の次に「、必要に応じて」を、「支給認定証」の次に「(支

給認定保護者が支給認定証の交付を受けていない場合にあっては、子ども・子育て

支援法施行規則(平成２６年内閣府令第４４号)第７条第２項に規定する通知)」を

加える。 

 附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

提案の理由 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準及び子ども・

子育て支援法施行規則の一部を改正する内閣府令(平成２９年内閣府令第１８号)

による特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準(平成２６

年内閣府令第３９号)の改正に伴い、受給資格等の確認に係る規定を改正いたし

たく提案するものである。 



議案第５０号関係資料 

 

   相模原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例の改正の概要 

 

１ 改正の内容 

受給資格等の確認に係る規定の改正(第８条関係) 

支給認定保護者から特定教育・保育の提供を求められた場合に特定教育・保育

施設が行う受給資格等の確認は、必要に応じて行うものとし、支給認定保護者が

支給認定証の交付を受けていない場合の当該確認は、支給認定証と同一の事項が

記載された利用者負担額に関する事項の通知により行うものとするもの 

※ 特定教育・保育施設 

子どものための教育・保育給付のうち、施設型給付費の支給に係る施設

として市長が確認する認定こども園、幼稚園及び保育所をいう。 

※ 支給認定証 

子どものための教育・保育給付の支給の認定に係る小学校就学前子ども

の区分、保育必要量等を記載した認定証をいう。 

２ 施行期日 

  公布の日 



 

議案第５１号 

 

相模原市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を 

改正する条例について 

相模原市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する

条例を次のように制定する。 

 

平成２９年５月３１日提出 

 

相模原市長 加 山 俊 夫  

 

相模原市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を 

改正する条例 

相模原市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例(平成４年相模原

市条例第１５号)の一部を次のように改正する。 

別表第１に次のように加える。 

４０ 

金原工業団地西側

地区地区整備計画

区域 

都市計画法第２０条第１項の規定により告示された

相模湖津久井都市計画金原工業団地西側地区地区計

画において地区整備計画が定められている区域 

４１ 
若柳地区地区整備

計画区域 

都市計画法第２０条第１項の規定により告示された

相模湖津久井都市計画若柳地区地区計画において地

区整備計画が定められている区域 

別表第２に次のように加える。 

４０ 金原工業団地西側地区地区整備計画区域 

計 画 地 区 Ａ地区 Ｂ地区 

  

 

 

 

 

 

（１）法別表第２(を)項

第２号から第４号ま

で及び第６号から第

８号までに掲げる建

築物 

（２）法別表第２(に)項

（１）法別表第２(を)項

第２号から第４号ま

で、第６号及び第７

号に掲げる建築物 

（２）法別表第２(を)項

第８号に掲げる建築



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５号及び第６号に

掲げる建築物 

（３）法別表第２(ほ)項

第３号に掲げる建築

物 

（４）法別表第２(る)項

第２号から第６号ま

でに掲げる建築物 

（５）神社、寺院、教会

その他これらに類す

るもの 

（６）公衆浴場 

（８）老人福祉センター、

児童厚生施設その他

これらに類するもの 

（８）店舗、飲食店又は

展示場 

物(ぱちんこ屋を除

く。) 

（３）法別表第２(に)項

第５号及び第６号に

掲げる建築物 

（４）法別表第２(ほ)項

第３号に掲げる建築

物 

（５）法別表第２(る)項

第２号から第６号ま

でに掲げる建築物 

（６）神社、寺院、教会

その他これらに類す

るもの 

（７）公衆浴場 

（老人福祉センタ 

児童厚生施設その他

これらに類するもの 

（９）店舗、飲食店又は

展示場の用途に供す

る建築物で、その用

途に供する部分の床面

積の合計が１，５００

平方メートルを超え

るもの 

（２） 
建築物の容積率の

最高限度 
 

（３） 
建築物の建ぺい率

の最高限度 
 

 

（４） 

 

建築物の敷地面積 

３００平方メートル。ただし、公衆便所、巡査派

出所その他これらに類する公益上必要な建築物の 

（１） 

老人福祉センター、 （７） 

老人福祉センター、 （８） 

建築してはならな

い建築物 



 

 
の最低限度 敷地として使用するものについては、この限りで

ない。 

（５） 

壁 

面 

の 

位 

置 

の 

制 

限 

（ア） 距 離 

道路境界線及び隣地境界線までの場合にあっては、

１メートル 

（イ） 

適用除

外の建

築物 

物置、車庫その他これらに類する用途に供する建

築物で、高さが３メートル以下で、かつ、軒の高

さが２．３メートル以下であるもの 

（６） 
建築物の高さの

最高限度 
 

４１ 若柳地区地区整備計画区域 

計 画 地 区 若柳地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 

 

（１）法別表第２(を)項第２号及び第４号に掲げる

建築物 

（２）法別表第２(を)項第３号に掲げる建築物(区

域内の事業者が従事者の居住の用に供する建

築物を除く。) 

（３）法別表第２(を)項第６号に掲げる建築物(博

物館を除く。) 

（４）法別表第２(を)項第８号に掲げる建築物(射

的場を除く。) 

（５）法別表第２(に)項第５号に掲げる建築物 

（６）法別表第２(へ)項第５号に掲げる建築物 

（７）法別表第２(ち)項第３号に掲げる建築物 

（８）法別表第２(る)項第３号、第５号及び第６号

に掲げる建築物 

（９）法別表第２(る)項第４号に掲げる建築物(ナ

イトクラブ及び政令第１３０条の７の３に規

定する建築物に限る。) 

建築してはならな

い建築物 



 

（１０）老人福祉センター、児童厚生施設その他こ

れらに類するもの 

（２） 
建築物の容積率の

最高限度 

１０分の５ 

（３） 
建築物の建ぺい率

の最高限度 

１０分の３ 

（４） 
建築物の敷地面積

の最低限度 

 

（５） 

壁 

面 

の 

位 

置 

の 

制 

限 

（ア） 距 離 

 

（イ） 

適用除

外の建

築物 

 

（６） 
建築物の高さの

最高限度 

１５メートル。ただし、昇降機、渡り廊下その他通

行又は運搬の用途に供する建築物及び遊戯施設に附

属する建築物については、この限りでない。 

 備考 この表(６)項において、階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他

これらに類する建築物の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建築物の建築面

積の８分の１以内の場合においては、その部分の高さは、５メートルまでは、

当該建築物の高さに算入しない。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

提案の理由 

建築基準法(昭和２５年法律第２０１号)第６８条の２第１項の規定に基づき、

適正な都市機能及び健全な都市環境を確保し、金原工業団地西側地区における産

業振興拠点及び若柳地区における観光産業振興拠点の形成を図るため、これらの

地区の地区整備計画の区域内における建築物の制限について所要の定めをいたし



 

たく提案するものである。 



議案第５２号 

 

相模原市下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例につい 

て 

 相模原市下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制

定する。 

 

  平成２９年５月３１日提出 

 

相模原市長 加 山 俊 夫 

 

相模原市下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

 相模原市下水道事業の設置等に関する条例(平成２４年相模原市条例第９１号)の 

一部を次のように改正する。 

 第４条第３項の表公共下水道事業の項中「６７３，４００人」を「６７３，９００

人」に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

提案の理由 

  金原工業団地西側地区及び若柳地区における用途地域の変更、当麻宿地区にお

ける一部の区域の市街化区域への編入並びに相模原市と町田市との境界変更によ

る下水道事業計画区域の変更に伴い、公共下水道事業の排水人口を改正いたした

く提案するものである。 

 



議案第５３号 

 

工事請負契約について(相模原麻溝公園競技場夜間照明整備工事) 

次のとおり、工事請負契約を締結する。 

 

平成２９年５月３１日提出 

 

相模原市長 加 山 俊 夫 

 

１ 工事の名称 

相模原麻溝公園競技場夜間照明整備工事 

２ 工事の場所 

相模原市南区下溝地内 

３ 契約金額 

３７９，０８０，０００円 

４ 契約の相手方 

  相模原市中央区星が丘４丁目２番３０号 

  株式会社西野工務店 

    代表取締役 西 野 清 一 

５ 履行期限 

本契約締結の日から２７０日以内 

６ 契約締結の方法 

条件付一般競争入札(総合評価方式) 

 

提案の理由 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例(昭和３９年

相模原市条例第２２号)第２条の規定により提案するものである。 



議案第５３号関係資料(その１) 

 

 

案 内 図 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事場所 

麻溝台 
下 溝 

県立相模原公園  

鳩 川  

女子美術大学  

相模原麻溝公園  



グラウンド

駐車場

市道下溝７５号

芝
生
ス
タ
ン
ド

市道麻溝台１００号

市
道
上
溝
麻
溝
台

配 置 図

女子美術大学

スポーツ広場

メインスタンド



第２競技場

競技場

市道下溝６８号

横
浜
水
道
道

駐車場

バックスタンド

芝
生
ス
タ
ン
ド

Ｎ

相模原麻溝公園区域

凡 例

工事の概要

工事部分

夜間照明塔(４基)
構造

規模

鉄骨(耐候性鋼板)造

高さ４６．６５ｍ　



立 面 図

塔体正面図 塔体側面図

１１．２０ｍ

外径１．４０ｍ

４６．６５ｍ

１．６０ｍ

１．１５ｍ

外径１．９１ｍ

５．５５ｍ



議案第５３号関係資料(その２) 

 

契約の相手方の概要 

 

１ 所在地及び名称 

  相模原市中央区星が丘４丁目２番３０号 

  株式会社西野工務店 

２ 代表者 

  代表取締役 西野 清一 

３ 資本金 

  ５０，０００千円 

４ 従業員数 

  １６人 

５ 年間工事完成高 

  １，０２６，９３７千円 

６ 建設業法による許可の番号及び年月日 

  神奈川県知事許可(特－２６)第４５８４１号 

平成２６年１２月１７日 

７ 営業年数 

  ５６年 

８ 最近における主な受注工事 

発 注 者 相   模   原   市 神   奈   川   県 

工 事 名 
相模原市立総合体育館改修建築

工事 

神奈川総合産業高校体育館新築

工事(建築) 

受 注 金 額 
1,388,923 千円 

(611,126 千円) 

520,800 千円 

施 工 期 平成 20 年 9 月～平成 21 年 9 月 平成 17 年 12 月～平成 19 年 3 月 

※ 受注金額欄の( )内の金額は、ＪＶの出資比率に応じた請負分である。 



議案第５３号関係資料(その３) 

 

入札参加業者の概要 

 

№ 所 在 地 及 び 名 称 代 表 者 資 本 金 
年 間 工 事 

完 成 高 

１ 

相模原市中央区星が丘４

丁目２番３０号 

株式会社西野工務店 

代表取締役 

西野 清一 

 

50,000 

 

 

1,026,937 

 

２ 

相模原市南区下溝６０６

番地２１ 

芳賀建設工業株式会社 

代表取締役 

芳賀 錠二 
50,000 633,299 

３ 

相模原市中央区田名２０８５

番地 

久野建設株式会社 

代表取締役 

久野 孝広 

 

35,700 

 

 

1,167,872 

 

４ 

相模原市中央区鹿沼台 1

丁目１４番７号 

株式会社櫻内工務店 

代表取締役 

櫻内 康裕 

 

50,000 

 

 

2,007,790 

 

５ 

相模原市南区若松５丁目

２５番１号 

株式会社山田建築 

代表取締役 

山田 理 
40,000 265,047 

６ 

相模原市緑区西橋本５丁

目３番１１号 

相陽建設株式会社 

代表取締役 

古橋 裕一 

 

77,000 

 

 

2,135,408 

 

７ 

相模原市南区麻溝台８丁

目１２番５号 

株式会社カナコー 

代表取締役 

大久保 貴章 
47,000 2,179,878 

 

千円 千円 



議案第５３号関係資料(その４) 

 

   入札状況 

 

№ 入 札 参 加 業 者 

入 札 状 況 

備考 技 術 

評価点 
入 札 価 格 評価値 

順

位 

１ 株式会社西野工務店 113.0 

円 

351,000,000 

 

0.3219 １ 落札 

２ 芳賀建設工業株式会社 110.0 346,030,000 0.3178 ２  

３ 久野建設株式会社  368,800,000   
予定価

格超過 

４ 株式会社櫻内工務店  413,000,000   
予定価

格超過 

５ 株式会社山田建築  421,700,000   
予定価

格超過 

６ 相陽建設株式会社  445,220,000   
予定価

格超過 

７ 株式会社カナコー     辞退 

※ 開 札 日 時 平成２９年４月２１日 午前９時００分 

※ 予 定 価 格 ３６２，３１０，０００円(消費税及び地方消費税相当額を

除いた額) 

   調査基準価格 ３２９，２２０，０００円(消費税及び地方消費税相当額を

除いた額) 

 失格基準価格 ３２２，６３５，６００円(消費税及び地方消費税相当額を

除いた額) 

※ 入札価格に、消費税及び地方消費税相当額を加算した金額が落札価格(契約

金額)となる。 



※ 入札参加業者から提出された評価項目(企業の施工能力及び企業の社会性・

信頼性)に関する技術資料について、評価基準に基づき加算点を算出し、標準

点(１００点)と合算した技術評価点を入札価格で除し、１００万を乗じて得た

数値が評価値となり、評価値が最も高い入札参加業者が落札者となる。 

 



議案第５４号 

 

工事請負契約について(相模原麻溝公園競技場夜間照明電気設備工事) 

次のとおり、工事請負契約を締結する。 

 

平成２９年５月３１日提出 

 

相模原市長 加 山 俊 夫 

 

１ 工事の名称 

相模原麻溝公園競技場夜間照明電気設備工事 

２ 工事の場所 

相模原市南区下溝地内 

３ 契約金額 

３８７，７２０，０００円 

４ 契約の相手方 

  相模原市中央区清新７丁目７番１８号 

  稲葉電気興業・成川電興・東洋電工共同企業体 

    代表者  稲葉電気興業株式会社 

         代表取締役 稲 葉 俊 明 

５ 履行期限 

本契約締結の日から２７０日以内 

６ 契約締結の方法 

条件付一般競争入札(総合評価方式) 

 

提案の理由 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例(昭和３９年

相模原市条例第２２号)第２条の規定により提案するものである。 

 

 



議案第５４号関係資料(その１) 

 

   相模原麻溝公園競技場夜間照明電気設備工事の概要 

 

１ 照明塔夜間照明設備工事 

（１）主投光器の設置(ＬＥＤ投光器８４台×４基。照度２００～１，５００ルク

ス) 

（２）保安灯の設置(ＬＥＤ投光器４台×４基) 

２ 照明塔電灯設備工事 

（１）配管及び配線の敷設 

（２）塔内分電盤及び塔内電灯の設置 

３ 照明塔雷保護設備工事 

（１）配管及び配線の敷設 

（２）避雷針及び接地極の設置 

４ 照明制御設備工事 

（１）配管及び配線の敷設 

（２）既設総合盤の改修 

（３）操作盤及び制御盤の設置 



立 面 図

塔体正面図 塔体側面図

ＬＥＤ投光器(８８台)

避雷針

議案第５４号関係資料(その２)

凡 例

による夜間照明整備工事範囲

議案第５３号の工事請負契約

４６．６５ｍ



議案第５４号関係資料(その３) 

 

契約の相手方の概要 

 

１ 所在地及び名称 

  相模原市中央区清新７丁目７番１８号 

  稲葉電気興業・成川電興・東洋電工共同企業体 

２ 代表者 

  稲葉電気興業株式会社 代表取締役 稲葉 俊明 

３ 構成員 

  相模原市中央区清新７丁目７番１８号 

  稲葉電気興業株式会社 代表取締役 稲葉 俊明 

  相模原市中央区横山３丁目３０番１５号 

  株式会社成川電興 代表取締役 成川 紀生 

  相模原市南区文京１丁目１２番３号 

  東洋電工株式会社 代表取締役 中山 英雄 

４ 各構成員の概要 

構 成 員 稲葉電気興業株式会社 株式会社成川電興 東洋電工株式会社 

資 本 金 40,000 千円 20,000 千円 20,000 千円 

従 業 員 数 20 人 15 人 3 人 

年 間 工 事 完 成 高 728,202 千円 463,812 千円 63,695 千円 

建設業法による許可の 

番 号 及 び 年 月 日 

神奈川県知事 

許可(特－24) 

第 24478 号 

平成 24 年 7 月 18 日 

神奈川県知事 

許可(特－27) 

第 27156 号 

平成 27 年 11 月 18 日 

神奈川県知事 

許可(特－24) 

第 42137 号 

平成 25 年 2 月 14 日 

営 業 年 数 39 年 37 年 42 年 

 

 

 

 

 発 注 者 相 模 原 市 相 模 原 市 相 模 原 市 

 

 

 

 

 

工 事 名 

相武台まちづく

りセンター・公

民館移転整備工

(仮称)横山公園

多目的フィール

ド電気設備工事 

相模原市営南台

団地電気設備工

事(１号棟、２号



 

 

 

 

最 近 に 

お け る 

主 な 受 

注 工 事 

 

１ 
事 (電気設備工

事) 

棟) 

受注金額 
160,920 千円 

(112,644 千円) 

120,960 千円 

(84,672 千円) 

239,544 千円 

(95,817 千円) 

施 工 期 
平成27年8月～ 

平成28年7月 

平成26年7月～ 

平成27年3月 

平成26年10月～ 

平成28年2月 

２ 

発 注 者 相 模 原 市 相 模 原 市 相 模 原 市 

工 事 名 

(仮称)上溝学校

給食センター新

築電気設備工事 

相模原麻溝公園

競技場バックス

タンド電気設備

工事 

グリーンホール

相模大野電気設

備改修工事 

受注金額 
163,726 千円 

(106,422 千円) 

118,650 千円 

(77,122 千円) 

235,200 千円 

(70,560 千円) 

施 工 期 
平成24年11月～ 

平成26年1月 

平成21年11月～ 

平成23年1月 

平成21年6月～ 

平成22年1月 

※ 受注金額欄の( )内の金額は、ＪＶの出資比率に応じた請負分である。 



議案第５４号関係資料(その４) 

 

入札参加業者の概要 

 

№ 所 在 地 及 び 名 称 代 表 者 資 本 金 
年 間 工 事 

完 成 高 

１ 

相模原市中央区清新７丁

目７番１８号 

稲葉電気興業・成川電

興・東洋電工共同企業体 

稲葉電気興業株

式会社 

代表取締役 

稲葉 俊明 

 

80,000 

 

 

1,255,709 

 

２ 

相模原市緑区大島２３２３

番地 

野崎電気・電商相模・仙

龍電設共同企業体 

株式会社野崎電

気 

代表取締役 

野崎 弘之 

 

60,000 

 

 

795,760 

 

３ 

相模原市中央区富士見６

丁目１５番１０号 

合同電気工事・岡﨑電

機・古川電機共同企業体 

合同電気工事株

式会社 

代表取締役 

岩崎 清 

 

60,000 

 

 

2,046,731 

 

４ 

相模原市中央区田名４１３７

番地１ 

篠崎電業・玉川電器・協

進電設共同企業体 

篠崎電業株式会

社 

代表取締役 

吉田 光良 

 

100,000 

 

 

1,048,403 

 

 

千円 千円 



議案第５４号関係資料(その５) 

 

   入札状況 

 

№ 入 札 参 加 業 者 

入 札 状 況 

備考 技 術 

評価点 
入 札 価 格 評価値 

順

位 

１ 
稲葉電気興業・成川電

興・東洋電工共同企業体 
112.9 

円 

359,000,000 0.3144 １ 落札 

２ 
野崎電気・電商相模・仙

龍電設共同企業体 
 365,404,000   

予定価

格超過 

３ 
合同電気工事・岡﨑電

機・古川電機共同企業体 
 382,615,000   

予定価

格超過 

４ 
篠崎電業・玉川電器・協

進電設共同企業体 
    無効 

※ 開 札 日 時 平成２９年４月２１日 午前９時００分 

※ 予 定 価 格 ３６３，６４０，０００円(消費税及び地方消費税相当額を

除いた額) 

   調査基準価格 ３３３，５４０，０００円(消費税及び地方消費税相当額を

除いた額) 

 失格基準価格 ３２６，８６９，２００円(消費税及び地方消費税相当額を

除いた額) 

※ 入札価格に、消費税及び地方消費税相当額を加算した金額が落札価格(契約

金額)となる。 

※ 入札参加業者から提出された評価項目(企業の施工能力及び企業の社会性・

信頼性)に関する技術資料について、評価基準に基づき加算点を算出し、標準

点(１００点)と合算した技術評価点を入札価格で除し、１００万を乗じて得た

数値が評価値となり、評価値が最も高い入札参加業者が落札者となる。 

 



議案第５５号  

 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部

を改正する条例について 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例を次

のように制定する。 

 

平成２９年５月３１日提出 

 

相模原市長 加 山 俊 夫  

 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部

を改正する条例 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例(平成２７年相模原市条例

第４１号)の一部を次のように改正する。 

別表第２第１項の表中２６の項を２７の項とし、１０の項から２５の項までを１

項ずつ繰り下げ、９の項の次に次のように加える。 

１０ 市   

 長 

国民年金法(昭和３４年法律第

１４１号)による保険料その他徴

収金の徴収に関する事務であって

規則で定めるもの 

生活に困窮する外国人に対する

生活保護の措置に関する情報で

あって規則で定めるもの 

 「    

 

 

 

 

 

 

国民健康保険法若しくは高齢者

の医療の確保に関する法律によ

る医療に関する給付の支給又は

同法による保険料の徴収に関す

る情報であって規則で定めるも

 

 
別表第２第３項の表１の項中 を 



の 

   」  

「    

 国民健康保険法若しくは高齢者

の医療の確保に関する法律によ

る医療に関する給付の支給又は

同法による保険料の徴収に関す

る情報であって規則で定めるも

の 

 

に改める。 

 国民年金法による年金である給

付の支給又は保険料の徴収に関

する情報であって規則で定める

もの 

 

  」  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

提案の理由 

  庁内連携ができる事務に係る規定及び独自利用事務において庁内連携ができる

特定個人情報に係る規定を追加いたしたく提案するものである。 

  



議案第５５号関係資料 

 

   行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の改正

の概要 

 

１ 改正の内容 

（１）庁内連携ができる事務に係る規定の追加(別表第２第１項の表関係) 

庁内連携(市の機関が自ら保有する特定個人情報を個人番号利用事務を処理

するために必要な限度で利用することをいう。以下同じ。)ができる事務とし

て国民年金法(昭和３４年法律第１４１号)による保険料その他徴収金の徴収に

関する事務を追加し、当該事務において庁内連携ができる特定個人情報として

生活に困窮する外国人に対する生活保護の措置に関する情報を規定するもの 

（２）独自利用事務において庁内連携ができる特定個人情報に係る規定の追加(別

表第２第３項の表関係) 

生活に困窮する外国人に対する生活保護の措置に関する事務について、庁内

連携ができる特定個人情報として国民年金法による年金である給付の支給又は

保険料の徴収に関する情報を追加するもの 

２ 施行期日 

公布の日 



 

 

 議案第５６号 

 

相模原市地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に必要となる人 

   員及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例について 

相模原市地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に必要となる人員及び運

営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

平成２９年５月３１日提出 

                                      

相模原市長 加 山 俊 夫 

 

相模原市地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に必要となる人 

員及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

 相模原市地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に必要となる人員及び運

営に関する基準を定める条例(平成２６年相模原市条例第７５号)の一部を次のよう

に改正する。 

第２条第３号中「主任介護支援専門員(」の次に「介護支援専門員であって、」

を加え、「であって、当該研修又は同項第２号に規定する主任介護支援専門員更新

研修を修了した日から起算して５年を超えない期間ごとに主任介護支援専門員更新

研修を修了したもの」を「(当該研修を修了した日(以下この号において「修了日」

という。)から起算して５年を経過した者にあっては、修了日から起算して５年を

経過するごとに、当該経過する日までの間に、同項第２号に規定する主任介護支援

専門員更新研修を修了している者に限る。)」に改める。 

第３条第１項中「前条」を「前条各号」に改める。 

 附 則 

 (施行期日) 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

(経過措置) 

２ 平成２６年度までに介護保険法施行規則(平成１１年厚生省令第３６号)第１４０

条の６８第１項第１号に規定する主任介護支援専門員研修(以下「主任介護支援

専門員研修」という。)を修了した者(以下「平成２６年度以前修了者」とい



 

 

う。)に係る最初の主任介護支援専門員更新研修(改正後の第２条第３号の規定に

より、同号に規定する修了日から起算して５年を経過するごとに、当該経過する

日までの間に受ける同項第２号に規定する主任介護支援専門員更新研修(以下

「主任介護支援専門員更新研修」という。)のうち最初のものをいう。以下同

じ。)については、同号の規定にかかわらず、平成３１年３月３１日(平成２４年

度から平成２６年度までに主任介護支援専門員研修を修了した者にあっては、平

成３２年３月３１日)までに修了した場合には、同号に規定する経過する日まで

の間に修了したものとみなす。 

３ 前項の規定により改正後の第２条第３号に規定する経過する日までの間に最初

の主任介護支援専門員更新研修を修了したものとみなされた者に係る最初の主任

介護支援専門員更新研修以外の主任介護支援専門員更新研修については、同号に

規定する修了日は、最初の主任介護支援専門員更新研修を修了した日とする。 

４ 前項の規定は、平成２６年度以前修了者が最初の主任介護支援専門員更新研修

を修了した日から起算して５年を経過するごとに、当該経過する日までの間に主

任介護支援専門員更新研修を修了しないことにより、改正後の第２条第３号に規

定する主任介護支援専門員に該当しないこととなった場合には、適用しない。 

５ 前３項の規定にかかわらず、平成２６年度以前修了者が、この条例の施行の日

前に主任介護支援専門員更新研修を修了している場合は、なお従前の例による。 

(相模原市地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に必要となる人員及び

運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例の一部改正) 

６ 相模原市地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に必要となる人員及び

運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例(平成２８年相模原市条例

第２０号)の一部を次のように改正する。 

附則第２項を削り、附則第１項の見出し及び項番号を削る。 

 

提案の理由 

介護保険法施行規則の一部を改正する省令(平成２９年厚生労働省令第４８号)

による介護保険法施行規則(平成１１年厚生省令第３６号)の改正に伴い、主任介

護支援専門員の配置に関する基準に係る規定の改正その他所要の改正をいたした

く提案するものである。 



 

 

議案第５６号関係資料 

 

相模原市地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に必要となる人 

員及び運営に関する基準を定める条例の改正の概要 

 

１ 改正の内容 

主任介護支援専門員の配置に関する基準に係る規定の改正(第２条関係） 

  地域包括支援センターに置くこととしている主任介護支援専門員は、主任介護

支援専門員研修を修了した者とし、そのうち当該研修を修了した日(以下「修了

日」という。)から起算して５年を経過した者にあっては、修了日から起算して

５年以内ごとに主任介護支援専門員更新研修を修了している者に限ることとする

もの 

※ 主任介護支援専門員 

介護支援専門員に係る業務に関し十分な知識と経験を有する介護支援専

門員を対象として都道府県が実施する主任介護支援専門員研修を修了した

者で、他の介護支援専門員への指導及び助言、保健・医療・福祉サービス

を提供する者との連絡調整等を行うものをいう。 

２ 施行期日等 

（１）施行期日  

   公布の日 

（２）経過措置 

  ア 平成２６年度までに主任介護支援専門員研修を修了した者(以下「平成２６

年度以前修了者」という。)に係る最初の主任介護支援専門員更新研修につ

いては、１に係る規定にかかわらず、平成３１年３月３１日(平成２４年度

から平成２６年度までに主任介護支援専門員研修を修了した者にあっては、

平成３２年３月３１日)までに修了した場合には、修了日から起算して５年

以内に修了したものとみなすこととするもの 

イ ２(２)アに係る規定により修了日から起算して５年以内に最初の主任介護

支援専門員更新研修を修了したものとみなされた者に係る以後の主任介護支

援専門員更新研修については、１に係る規定にかかわらず、修了日は、最初

の主任介護支援専門員更新研修を修了した日とするもの 



 

 

ウ ２(２)イに係る規定は、平成２６年度以前修了者が最初の主任介護支援専

門員更新研修を修了した日から起算して５年以内ごとに主任介護支援専門員

更新研修を修了しないことにより、主任介護支援専門員に該当しないことと

なった場合には、適用しないこととするもの 

エ ２(２)アからウまでに係る規定にかかわらず、平成２６年度以前修了者が

この条例の施行の日前に主任介護支援専門員更新研修を修了している場合は、

なお従前の例によることとするもの 


